
第七次香川県保健医療計画の概要 
 

１ 計画の基本的な考え方 

（１）計画策定の趣旨 

平成30年３月に策定した「第七次香川県保健医療計画」に基づき、がんや脳卒中、糖尿病な

どに関する医療連携体制の整備や、救急や周産期、災害医療など、地域医療の確保に重要な医療

提供体制の整備などを実施してきたが、高齢化の進展に伴う保健医療に対するニーズの多様化

などを踏まえ、令和6年（2024年）3月末までを計画期間とする「第七次香川県保健医療計画」

の中間見直しを行う。 
 
（２）基本理念 

県民の医療に対する安心・信頼の確保を目指し、医療機能の分化・連携を推進することを通

じ、地域において切れ目のない医療の提供を実現することにより、良質かつ適切な医療を持続可

能な形で効率的に提供する体制を確保する。 
 
（３）計画の位置付け 

①医療法第30条の４第１項に基づく「医療計画」 

②高齢者の医療の確保に関する法律第９条に基づく「医療費適正化計画」 

③「新・せとうち田園都市香川創造計画」に基づく保健医療行政運営上の基本となる行動 

 計画 
 

（４）計画の期間 

平成30年度から令和５年度までの６年間とする。 

 

２ 香川県の保健医療提供体制の現状・課題と対策 

（１）保健医療圏と基準病床数 

①二次保健医療圏の圏域設定の考え方 

    ５保健医療圏のうちの一部で、医療圏設定の見直し要件に該当することや、平成 28 年 10

月に策定した香川県地域医療構想において構想区域を３構想区域としたことから、本計画で

は、東部保健医療圏、小豆保健医療圏、西部保健医療圏の３保健医療圏とする。 
   なお、５疾病・５事業及び在宅医療の圏域については、二次保健医療圏に拘らず、患者の移

動状況や地域の医療資源等の実情に応じて弾力的に設定できることとされており、本計画期

間中においては、がんや脳卒中、救急医療、災害医療などについては、大川、小豆、高松、中

讃、三豊の５圏域で設定する。 
②基準病床数 

   医療法等の規定に基づき、次のとおり基準病床数を算定する。 

病床の種別 圏域名 基準病床数（床） 既存病床数（床） 

療 養 病 床 

及   び 

一 般 病 床 

東部保健医療圏 ５，４１６ ５，９１３ 
小豆保健医療圏 １８９ ３１２ 
西部保健医療圏 ４，１９６ ５，１２７ 

計 ９，８０１ １１，３５２ 
精 神 病 床 県  全  域 ２，６０３ ３，２７９ 

結 核 病 床 県  全  域 ３２ ３２ 
感染症病床 県  全  域 ２４ ２４ 

既存病床数は、令和２年 12 月末現在の数です。 



 
３ 医療従事者の確保・養成 

（１）医師 

令和２年３月に策定した香川県医師確保計画を位置付けるものとする。 
 

（２）歯科医師 

   各圏域間のバランスを考慮するとともに、多様化・高度化する医療ニーズに応えることがで

きる歯科医師の養成・確保を図る。 
 
（３）看護師・准看護師 

   看護師・准看護師の養成、離職防止、再就業支援により、県内で就業する看護師等の確保を

図るとともに、資質の向上に取り組む。 

 
 

４ 香川県地域医療構想 

平成28年 10月に策定した香川県地域医療構想（第六次香川県保健医療計画別冊）を引き続き、

本計画における香川県地域医療構想に位置付けるものとする。 
 
５ 外来医療提供体制確保 

令和２年３月に策定した香川県外来医療計画を位置付けるものとする。 

 

６ 疾病・事業ごとの医療連携体制の現状・課題と対策 

（１）県民本位の医療連携体制の構築 

①個別医療機関の専門医の配置状況や治療実績等に関する県民への分かりやすい医療情報の提

供、かかりつけ医・かかりつけ歯科医等に関する普及啓発等を行う。 
②医療機関連携の拠点となる地域医療支援病院の充実や地域連携クリティカルパスの整備・普

及を図るほか、より効率的な医療機関の機能分化・連携を推進する。 
 
（２）疾病ごとの医療連携体制の現状・課題と対策 

①がん 

ア 喫煙対策やがん検診の受診率向上に向けた取組みを実施するなど、がんの予防や早期発

見を推進する。 
イ がん診療連携拠点病院を中心としたチーム医療、世代に応じたがん対策・がん登録等を推

進する。 
ウ がん患者が尊厳を持って安心して暮らせる社会を目指し、診断時からの緩和ケアの実施、

がんに関する相談支援や情報提供体制の充実、診断早期の離職防止のための治療と就労の

両立支援等を推進する。 
②脳卒中 

ア 生活習慣の改善による発症予防を推進するほか、発症直後の救急医療体制の充実・強化を

図る。 
イ 回復期リハビリテーション病棟の整備を含め、リハビリテーション体制の充実や、地域連

携クリティカルパスの普及拡大等による医療連携体制の強化を図る。 
③心筋梗塞等の心血管疾患 

ア 生活習慣の改善による発症予防を推進するほか、県民に対する心肺蘇生処置の普及啓発

や救急医療体制の充実・強化を図る。 
イ 地域連携クリティカルパスの普及拡大による医療連携体制の構築を図る。 



 ④糖尿病 

ア 子どもの頃からの生活習慣病予防など、各年代に応じた生活習慣改善の取組みを推進する

ほか、保健・医療・教育・地域の関係者による意見交換等を通じ、効果的な予防対策を推進

する。 
イ 関係機関との糖尿病医療に関する連携体制の構築に努める。 

⑤精神疾患 

ア 香川大学医学部と協力し公立病院の診療支援等を行うとともに、精神科救急情報センタ

ーや精神医療相談窓口の設置等により精神科救急医療体制の維持、拡充を図るほか、身体合

併症患者の受入体制確保に係る連携体制の構築を図る。 
イ 精神障害者の地域での生活を支援し、安心して暮らせる地域づくりを推進する。 
ウ 認知症サポーターの養成などを通じ、認知症の人や家族が安心して生活できる地域 
づくりを推進する。 

⑥新型コロナウイルス感染症 

ア 感染症の発生の状況等について、速やかな情報提供を行うとともに、相談体制の確保に

努める。 
イ 必要な検査体制の整備に努めるとともに、発生した患者に対する入院病床・療養施設の

確保を行う。 
ウ 大学病院と連携した感染症医療従事者の確保・養成等に努める。 
エ ワクチンについては、優先順位の高いものから速やかに接種を進める。 

 

（３）事業ごとの医療連携体制の現状・課題と対策 

①救急医療 

ア 病院前救護体制の強化を図るとともに、救急電話相談事業の実施などを含め、救急医療に

関する普及啓発に取り組む。 
イ 救急医療機関の機能強化のための施設・設備整備や医師確保に取り組むとともに、新たな

救命救急センターの設置の是非を含めた県全体の救急医療体制のあり方について、計画期

間中に結論が得られるよう、関係機関の意見を聴きながら検討を行う。 
②災害医療 

ア 災害拠点病院の耐震化やライフラインの維持・確保、SCU（航空搬送拠点臨時医療施設）

の設置・運営に必要な医療資機材の維持等に取組むとともに、ＤＭＡＴや災害医療コーディ

ネーター等を養成し、災害時の関係機関との連携強化を図る。 
イ 災害時の医薬品等の供給体制を整備するほか、災害後における被災者や救護活動従事者

の健康管理対策を進める。 
③へき地医療 

ア へき地医療支援機構の充実やへき地医療拠点病院等への支援を図るとともに、遠隔医療

体制の整備などを通じ、へき地の医療提供体制を確保する。 
イ 自治医科大学卒業医師等へき地医療を担う医師の確保を図るとともに、これらの医師の

キャリア支援に努める。 
④周産期医療 

ア 高度専門的な周産期医療を提供する総合・地域周産期母子医療センターと地域医療機関が

連携した円滑で効率的な医療提供体制の整備を図る。 

イ 周産期医療従事者に対する専門的な研修や、災害発生時における医療支援体制の整備、妊

産婦のメンタルヘルス対策などを推進する。 

⑤小児医療 

ア 共同利用型病院や病院群輪番制の実施により、二次救急医療体制の確保・充実を図るとと

もに、重篤な小児救急患者に対応するため、小児救命救急センターの運営を支援し、三次救

急医療体制を確保する。 



イ 小児科医の確保対策に取り組むとともに、小児救急電話相談事業の実施や小児在宅医療体

制の整備を行う。 
 
（４）在宅医療連携体制の現状・課題と対策 

①在宅療養者の24時間対応や急変時の対応などを目的として、複数の在宅療養支援診療所間や

地域医療支援病院などとの連携体制の構築を図るほか、医療機関と訪問看護ステーション、

薬局、介護事業所等との連携強化に取り組み、在宅医療の基盤を整備する。 
②在宅医療・介護連携を推進するため、医師対象の研修会やコーディネーターの養成など、在宅

医療・介護を担う人材の育成に努める。 
③医療、介護、予防、住まい、生活支援サービスが一体的に提供される地域包括ケアシステムの

構築を推進する。 
 
７ 数値目標 

            

 

項　目 現　状 目　標 目標年次

男　性 83.6 88.2 令和５年度(2023年度)

女　性 51.4 47.4 令和５年度(2023年度)

16.0% 8.0% 令和５年度(2023年度)

胃がん 45.6%

大腸がん 46.6%

肺がん 55.4%

乳がん 51.2%

子宮頸がん 48.4%

81.7% 90％以上 令和５年度(2023年度)

ＤＣＮ 3.6% 10％以下 令和５年度(2023年度)

ＤＣＯ 2.4% 5％以下 令和５年度(2023年度)

12病院 15病院 令和５年度(2023年度)

4病院 5病院 令和５年度(2023年度)

男　性 37.6 26.4 令和５年度(2023年度)

女　性 18.1 16.6 令和５年度(2023年度)

運用中 運用継続 令和５年度(2023年度)

55.8 65.0 令和５年度(2023年度)

男　性 21.0 14.8 令和５年度(2023年度)

女　性 8.9 5.5 令和５年度(2023年度)

運用中 運用継続 令和５年度(2023年度)

96.2 95.0 令和５年度(2023年度)

14.6 12.8 令和５年度(2023年度)

男　性 7.1 5.5 令和５年度(2023年度)

女　性 3.4 2.5 令和５年度(2023年度)

脳
卒
中

糖尿病性腎症による新規透析導入患者数（人口10
万人当たり）

糖尿病の年齢調整死亡率
（人口10万人当たり）

糖
尿
病

がん検診の受診率

精密検査の受診率

緩和ケア病棟(病床)を有する病院数

在宅等生活の場に復帰した患者の割合

虚血性心疾患塞の年齢調整死亡
率（人口10万人当たり）

脳血管疾患の年齢調整死亡率
 （人口10万人当たり）

がん登録の精度向上

55％以上

項　目

がんの年齢調整死亡率（75歳未
満）（人口10万人当たり）

令和５年度(2023年度)

在宅等生活の場に復帰した患者の割合

脳卒中　地域連携クリティカルパスの運用

急性心筋梗塞　地域連携クリティカルパスの運用

が
ん

成人の喫煙率

心
筋
梗
塞

緩和ケアチームを有するがん診療を行う医療機関数



 
（※１）精神障害を含む全ての障害 

 

項　目 現　状 目　標 目標年次

427人 462人 令和５年度(2023年度)

647人 392人 令和５年度(2023年度)

1,880人 1,351人 令和５年度(2023年度)

1,134人 831人 令和５年度(2023年度)

746人 520人 令和５年度(2023年度)

2,954人 2,205人 令和５年度(2023年度)

62% 69% 令和５年度(2023年度)

79% 86% 令和５年度(2023年度)

84% 92% 令和５年度(2023年度)

307日 316日 令和５年度(2023年度)

― 616人 令和５年度(2023年度)

― 347人 令和５年度(2023年度)

― 269人 令和５年度(2023年度)

10人／月 43人／月

6,422人／月 7,066人／月

41,045人／月 43,800人／月

605人日 842人日

14.9 14.3以下 令和４年(2022年)

69人 90人 令和５年度(2023年度)

443人 500人 令和５年度(2023年度)

105,662人 120,000人 令和５年度(2023年度)

自殺死亡率（人口10万人当たり）

地域移行に伴う基盤整備量（65歳未満利用者数）

指定特定相談支援事業利用人員（※１）

精神病床から退院後１年以内の地域における平均生活日数

地域移行に伴う基盤整備量（65歳以上利用者数）

生活介護利用量（※１）

精神病床における入院需要（患者数）

精神病床における慢性期（１年以上）入院需要（患
者数）

精神病床における慢性期入院需要（65歳以上患者
数）

指定一般相談支援事業利用人員（※１）

精神病床における入院後１年時点の退院率精
神
疾
患

認知症サポート医数（累計）

認知症サポーター養成数（累計）

精神病床における急性期（３か月未満）入院需要
（患者数）

精神病床における入院後３か月時点の退院率

もの忘れ相談医研修受講者数（累計）

自立訓練(生活訓練)利用量（※１）

精神病床における回復期（３か月以上１年未満）入
院需要（患者数）

令和５年度（2023年度）

項　目

地域移行に伴う基盤整備量（利用者数）

精神病床における入院後６か月時点の退院率

精神病床における慢性期入院需要（65歳未満患者
数）



 
※ 目標年次の設定に当たっては、他の計画との調整を図っている。 

項　目 現　状 目　標 目標年次

252 346 令和５年度(2023年度)

105 124 令和５年度(2023年度)

３歳児 81.4% 90%

５歳児 68.0% 70%

38.0% 50％以上

12歳児でむし歯のない者の割合 64.2% 70%

5.6% 5%

何でもかんで食べることが
できる者の割合

60歳代 71.2% 80%

78.3% 85%

52.0% 60%

40歳代 36.5% 25%

50歳代 57.1% 32%

60歳代 58.4% 45%

31人 52人 令和５年度(2023年度)

6病院 6病院 令和５年度(2023年度)

94.7% 100% 令和５年度(2023年度)

47 52 令和５年度(2023年度)

697回 現状維持 令和５年度(2023年度)

1,363回 現状維持 令和５年度(2023年度)

61.1% 70.0% 令和５年度(2023年度)

3.1 現状維持 令和５年度(2023年度)

1.8 現状維持 令和５年度(2023年度)

77箇所 全ての病院 令和５年度(2023年度)

316箇所 全ての診療所 令和５年度(2023年度)

117箇所 全ての歯科診療所 令和５年度(2023年度)

163 200 令和５年度(2023年度)

14,452 20,000 令和５年度(2023年度)

項　目

そ
の
他
の
事
業
等

在
宅

歯
科

地域医療支援病院数の維持

訪問看護ステーション数

令和４年度(2022年度)

定期的にフッ化物歯面塗布をしている
幼児の割合

学齢期 歯肉に炎症があり、専門医(歯科医師）による
診断が必要とされた高校生の割合

成人期
高齢期

進行した歯周炎を有す
る者の割合

乳幼児期

むし歯のない幼児の割
合

60歳で24歯以上の自分の歯を有する
者の割合

80歳で20歯以上の自分の歯を有する
者（8020達成者）の割合

歯科診療所における医療安全についての相談員の配置

ＤＭＡＴチーム数

看護師の特定行為研修修了者数

耐震化が完了した災害拠点病院及び第二次救急医療機関の割合

訪問診療を実施している診療所・病院数

Ｋ－ＭＩＸ＋カルテ参照件数

Ｋ－ＭＩＸ参加医療機関数

へき地医療拠点病院からへき地へ医師を派遣した回数

へき地医療拠点病院からへき地への代診医派遣回数

周産期死亡率（出産千人対）

乳児死亡率（出生千人対）

一般診療所における医療安全についての相談員の配置

へき地医療拠点病院の中で巡回診療、代診医派遣
の年間実績が合計で12回以上の医療機関の割合

 病院における医療安全についての相談窓口の設置


